海は誰のもの--慶良間諸島のダイバー規制を中心に(公開シンポジウム 包括的共生概念の構築に向けて--「共生」は胡散くささを乗り越えられるか) -- (「共生」への問いかけ) by 小林 正典
1. 問題の所在
近年、多くの人々が、魚釣り、スクーバダ
イビング、サーフィン等のマリンレジャーを
楽しんでいる。一方、収入の少ない漁業に代
えて、遊魚やダイビング等のレジャー分野で
収入を得る漁業者も増えている。スクーバダ
イビングが観光収入の 9割を占める慶良間諸
島の海では、島に上陸しない沖縄本島のダイ
ビング・ショップのボートが頻繁に訪れ、繁
忙期には多くのダイバーで船の係留ポイント
が混雑し、サンゴの生育にダメージを与えて
いるとされる。従来、地元のダイビング・シ
ョップと沖縄本島のダイビング・ショップと
の間でいざこざの絶えない地域であるが、最
近ではエコツーリズム推進法の制定を受け、
慶良間諸島を構成する 2つの村が条例でダイ
バーの入場を規制する動きも表面化している。
2. 海の所有者は誰か
1986年12月16日の田原湾干潟訴訟で、最高
裁は「海は土地ではなく、所有権の対象には
ならない」、「海は、古来より自然の状態のま
まで一般公衆の共同使用に供されてきたとこ
ろのいわゆる公共用物であって、国の直接の
公法的支配管理に服し、特定人による排他的
支配の許されないもの」と判示した。
一方、民法第239条が「所有者のない動産
は、所有の意思をもって占有することによっ
て、その所有権を取得する」と定める通り、
海の生物は養殖等の生物を除いて無主物であ
り、最初に生物を採捕した者に所有権が帰属
する（無主物先占）。
海は排他的支配が許されないものであり、
スクーバダイビングはそもそも生物の採捕を
目的としない。だからといって、誰もが自由
に海でスクーバダイビングできるわけではな
く、海の利用をめぐって漁業関係者、ダイビ
ング業者、観光事業者、ダイバーの間でいろ
いろな問題が生じている。
3. 海の入会権の沿革
江戸時代、寛保元年（1741年）の『律令要
略』の「山野河川入会」の中で、「磯猟は地
附次第なり、沖は入会」と記されているよう
に、「磯」の沖合部分については、隣接漁村
民の自由な入会漁場となり、沿岸部分につい
ては、地元の漁民に対して漁場の独占的利用
を認めてきた。
明治以降は地租改正（1873年）を契機とし
て、日本でも土地に対する私的所有権が確立
するようになり、維新以前のあいまいな権利
関係を明確化する方向で法整備が進んできた。
しかしながら、漁業に関しては西欧に模範と
する法制度が見当たらなかったので、当時の
水産局が全国の漁業慣行を調査・整理し、旧
漁業法（1901年）が制定された。
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「海の入会権」の法的性格を有する権利と
して、現行の漁業法の中でも漁業権が規定さ
れている。しかし、共同漁業権に依拠して漁
をしないマリンレジャーを規制することは困
難なので、「一村専用漁場」という概念に拠
ることとなる。
「一村専用漁場」というのは、「磯は地付き、
沖は入会」の思想に由来し、その村に住む村
民各自が、その漁村が定めた掟に従って地先
水面の利用を管理・調整し、採貝採藻を行う
権利を表す、慣習上の概念である。「一村専
用漁場」の慣習は、民法第263条の共有の性
質を有する入会権であり（海の入会権）、俗に
「地先権」と称される。すでに各地の漁業協
同組合が、いわゆる「地先権」に基づいて、
マリンレジャーを管理している。
4. 海の利用をめぐる判例と
エコツーリズム推進法による立入規制
1993年に提訴された大瀬崎ダイビングスポ
ット裁判の場合、漁協が設置したダイビング
スポットを利用する際に漁協に支払う潜水利
用料は、漁業権侵害の対価としての性格を持
つ合法なものとして、原告のダイビング愛好
者の請求が棄却された。
1997年の宮古島ダイビングスポット裁判で
は、伊良部町漁協がダイビング事業者らに対
し、「漁業権」水域内でのダイビングを妨害
排除請求権に基づき、ダイビングスポットの
全面禁止を求めたものの、地裁、高裁ともダ
イバー側の勝訴となり、2002年に最高裁は漁
協側の控訴を棄却し、判決が確定した。
近年、エコツーリズム推進法が制定され、
市町村長が特定自然観光資源の所在する区域
への立入りを制限する条項が盛り込まれた
（エコツーリズム推進法10条）が、これに依拠
して、慶良間諸島では、渡嘉敷、座間味の両
村と事業者でつくるエコツーリズム推進協議
会が、ダイバーの立ち入り制限の条例制定の
計画を進めている。ダイビング客増加に伴う
同海域のサンゴ礁損傷を防ぐのを狙いとし、
2009年10月中に環境省などに計画を提出し、
同年12月の両村議会に規制方法を定める条例
が上程される見込みである（2010年2月の時点
ではまだ条例上程は確認できていない）が、エ
コツーリズム推進法に基づくダイバー立入規
制は、民法の入会権と競合する面がある。
5. まとめ
明治以降、日本の法制度はあいまいな権利
関係を明確化する方向で法整備を進めてきた
が、海の利用に関しては、漁業権等の法律上
の明確な権利を除いて、慣習に依拠して集団
での利用が前提となっている。その一方、エ
コツーリズム推進法の制定により、一定の地
域について外部者の立入を制限する動きが広
がりつつある。すでに慶良間諸島では、ダイ
バー立入規制の条例制定作業が進められてい
るが、エコツーリズム推進法に基づく立入規
制は民法の入会権との関係が整理されておら
ず、研究も十分に進んでいない。慶良間諸島
の立入規制を契機として、今後、「海はだれ
のものか」についていろいろな論点が提起さ
れることが予想される。
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